
一般会計 ２款（総務費）１項１目  主管課 総務課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 特別定額給付金事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

1,151,657 1,151,655 

（特定財源） 

    国庫補助金 1,151,634 

100.00 

施策の概要  

 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策として、家計への支援を行うため、１人 10万円の特別定額給付

金を給付する。 

 

給付対象者：令和２年４月 27日において、町の住民基本台帳に記録されている者 

 給付金支給額：世帯員１人につき 10万円 

 申請・受領対象者：その世帯員が属する世帯主 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

報酬             2,379千円（会計年度任用職員報酬） 

職員手当等          4,572 千円（職員時間外手当、会計年度任用

職員期末手当等） 

共済費             357千円（会計年度任用職員共済費） 

消耗印刷費          1,660千円（事務用消耗品等） 

光熱水費            200千円（庁舎電気料金） 

通信運搬費          1,024千円（郵券代等） 

手数料             507千円（振込手数料等） 

委託料            2,541千円（システム改修等） 

使用料及び賃借料         15千円（複合機リース料） 

負担金補助及び交付金   1,138,400千円（特別定額給付金） 

施策の実績（成果）  

【実績】 

支給期間：令和２年５月 12日～令和２年８月 11日 

支給対象：4,433世帯 11,393人（基準日：令和２年４月 27日） 

支給実績：4,426世帯（99.8％） 11,384人（99.9％） 1,138,400,000円 

 



一般会計 ２款（総務課）１項 １目  主管課 総務課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 緊急雇用対策事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

2,271 2,253 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

 

99.21 

施策の概要  

 新型コロナウイルス感染症の影響による失業や就職難が懸念される中、特別定額給付金の事務補助のた

めに雇用する会計年度任用職員について、当該事務終了後においても、その他の新型コロナウイルス感染

症対策関連事務の補助業務に従事していただくため、年度末まで継続して雇用する。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 人件費 2,253千円（報酬、手当、共済費） 

施策の実績（成果）  

 特別定額給付金事業で雇用した会計年度任用職員について、当該事業終了後においても、新型コロナウ

イルス感染症に関連した事務などに従事していただき、年度末まで継続して雇用した。 

  

 ○雇用期間  令和２年９月から令和３年３月 

 ○雇用人数  ２名 

 



 

一般会計 ２款（総務費）１項５目  主管課 総務課、健康長寿課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 公共施設等感染症対策事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

1,750 1,749 

（特定財源） 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

99.94 

施策の概要  

庁舎等の公共施設における感染防止対策として、窓口カウンター等に飛沫防止用のパーテーションを設

置する。また、感染対策を行いながら各種事業を継続するに当たり、町のマイクロバスを除菌するための

オゾン発生装置等を購入する。 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 
消耗印刷費  1,218千円 

備品購入費   531千円 

施策の実績（成果）  

庁舎等における新型コロナウイルス感染防止対策として、窓口カウンター等に飛沫防止用のパーテーシ

ョン 80枚を設置した。併せて、除菌等に必要な消耗品を整備し、感染拡大防止の徹底を図った。 

また、ポータブルのオゾン発生装置を整備し、町マイクロバス車内の除菌を徹底することにより、感染

予防対策を講じながら、各種事業参加者の送迎を行うことができた。 

 

 



一般会計  ２款（総務費）１項５目  主管課 総務課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 緊急時ネットワーク環境等整備事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

6,320 6,320 

（特定財源） 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

 

100.00 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況を想定し、緊急時でも３密を避けながら役場庁舎の機能を

維持させるため、ネットワーク環境及び非常電源の給電経路の拡充等を行う。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 
施設修繕料   644千円（非常電源対応分電盤改修） 

委託料    5,676千円（サテライトオフィス、３階ＬＡＮ配線整備等） 

施策の実績（成果）  

【実績】 

○役場庁舎分電盤改修工事 

  ３階大会議室を緊急時のサテライトオフィスや災害対策本部の機能を維持できるよう非常用電源の給

電経路を拡充するため分電盤を改修した。（事業費：644千円） 

 

○サテライトオフィス整備業務 

  中央公民館内にネットワーク（ＬＧＷＡＮ系、住民情報系、役場インターネット系）接続機器を設置

し、業務が行えるよう整備した。（事業費：466千円） 

 

○役場３階ＬＡＮ配線業務 

  ３階大会議室を緊急時のサテライトオフィスや災害対策本部の機能を持たせるためインターネットが 

接続できるよう、庁舎３階に無線アクセスポイントを設置した。（事業費：2,827千円） 

 

○テレビ会議システム整備業務 

  役場と町内５カ所の避難所をウェブ会議システムで繋ぐためシステムを整備し、災害時の連絡体制を

構築した。（事業費：2,177千円） 

 

○岩美ふれ愛センターネットワーク環境整備業務 

  岩美ふれ愛センターでもサテライトオフィス等の機能を維持できるよう住民情報系のネットワークを 

を整備した。（事業費：206千円） 

 



一般会計 ２款（総務費）１項６目  主管課 企画財政課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 バス車両除菌対策事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

1,137 1,137 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

100.00 

施策の概要  

  

町営バス及びスクールバスにおける感染拡大防止のため、オゾン発生により車内を除菌する装置を導入

する。   

＊オゾン発生装置 ２台  

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 備品購入費   1,137千円 

施策の実績（成果）  

 

 ○オゾン発生装置  ２台購入 

 ・日本交通㈱岩美営業所（町営バス及び南小スクールバス） 

 ・岩美振興公社（北小スクールバス） 

 

  

 



一般会計 ２款（総務費）１項６目  主管課 企画財政課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 タクシー利用支援事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

4,128 

（内訳） 

R2  1,041 

R2→3 3,087 

1,040 

（特定財源）       

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

25.19 

（令和３年度への繰越予算額を含む） 

99.90 

（令和３年度への繰越予算額を除く） 

施策の概要  

 利用者が減少しているタクシーの利用促進及び観光、飲食・宿泊施設での消費拡大を図るため、町内の

周遊観光や観光施設等の利用に伴うタクシー利用を支援する。 

 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 
需用費        42千円 

使用料及び賃借料   998千円 

施策の実績（成果）  

 ○事業実施期間    R2.11.5～R3.3.31 

  利用実績      42件 

  （内訳）４時間券  30件 

      ６時間券  12件 

○利用状況  

  主な利用者…県外からの来町者 

主な目的…町内の観光周遊 

  主な周遊箇所…浦富海岸（浦富、城原、鴨ヶ磯、西脇、陸上）、遊覧船乗り場、道の駅きなんせ岩美 

 

 町内 県内 県外 合計 

４時間 1件 5件 24件 30件 

６時間 0件 0件 12件 12件 

合 計 1件 5件 36件 42件 
 

 



一般会計 ２款（総務費）１項６目  主管課 企画財政課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 「岩美がんばれ若者小包」お届け事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

1,789 1,539 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

86.03 

施策の概要  

  

新型コロナウイルス感染症による外出自粛、アルバイト収入の減少などによる影響を受けている本町出

身の大学生等の学業や生活を支援するため、町内産品を送付し応援する。 

＊２回実施：９月、２月 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 
委託料    1,430千円（小包発送委託料） 

消耗印刷費   109千円 

施策の実績（成果）  

    

発送区分 常温便 冷凍便 冷蔵便 計 

９月分（①+②） 50件 50件 ― 100件 

 9/19発送① 25件 34件 ― 59件 

10/1発送② 25件 16件 ― 41件 

２月分（③+④） 34件 49件 20件 103件 

 2/5発送③ 31件 42件 ― 73件 

2/12発送④  3件 7件 20件 30件 

合 計 84件 99件 20件 203件 

   ＊常温便（町産米 2kg、レトルトカレー2パック、サバ缶詰 2缶など） 

    冷凍便（ハンバーグ 5個入り×2パック、イワシ味りん干し 2尾入り×2パックなど） 

    冷蔵便（若松葉がに４肩） 

  

 



一般会計 ２款（総務費）１項６目  主管課 税務課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 非接触型納付システム構築事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

2,751 

 

2,751 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

100.00 

施策の概要  

 コロナ禍により「３密」回避が求められる中、各種収入金を感染リスクを避けて納付することができる

収納システムとして、非接触型納付が可能なスマートフォン決済による納付システムを導入する。 

 なお、本システムの導入により、全国のコンビニエンスストアでの現金納付も可能となる。 

 

【対象となる収入金】 

 ○町税（町県民税（給与特別徴収は除く）、軽自動車税、固定資産税、国民健康保険税） 

 ○介護保険料 

 ○後期高齢者医療保険料 

  ○水道料金 

  ○下水道使用料 

 

 【システム運用開始時期】 

  令和３年４月以降 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

 委託料 

  システム導入費        2,641千円 

  地銀ネットワーク初期設定費   110千円 

施策の実績（成果）  

 支払い場所や時間に制限されないスマートフォン決済の導入により、納付の際、金融機関、役場窓口等

の混雑する場所へ出向く必要が無くなり、新型コロナウイルスの感染リスク回避に貢献することができた。 

また、全国のコンビニエンスストアでの現金収納が可能となり、より納付しやすい環境となったことに

より、徴収率の向上が見込まれる。 

 



一般会計 ２款（総務費）３項１目  主管課 住民生活課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 コンビニ交付サービス導入事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

3,274 

 

 3,270 

（特定財源） 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

99.87 

施策の概要   

各種証明書の交付に当たり、接触機会を減らして感染拡大を防止するとともに、利用者の利便性の向上

を図るため、マイナンバーカード所持者が役場庁舎に来庁しなくても全国のコンビニエンスストア等で証

明書を取得することができるサービスを導入する。 

【事業内容】 

・取得可能場所    

全国のコンビニエンスストア等 

・取得可能な証明書及び交付手数料 

住民票、印鑑登録証明書、住民票記載事項証明書、所得課税証明書 200円／通 

 ・利用可能時間 

   土日祝日を含む毎日 6：30～23：00 

事業進捗状況 100％ 

事業のコスト 
需用費等事務費    222千円 

委託料          3,048千円  

施策の実績（成果）  

【成果】 

令和３年３月３日から証明書のコンビニ交付サービスを開始した。コンビニ交付では、町外、県外に滞

在している場合や、夜間、休日でも取得可能なことに加え、マイナンバーカードにより申請書等の記入、

本人確認書類提示の手続きが省略できるため、接触機会の減少と利用者の利便性の向上に資することがで

きた。 

令和３年３月実績  住民票 18件        住民票記載事項証明書 ２件   

印鑑登録証明書 11件    所得課税証明書 ２件     （計 33件） 

【課題】 

コンビニ交付サービスが浸透していないことや、暗証番号の忘却（コンビニ交付にはマイナンバーカー

ド取得時に設定した暗証番号が必要）、機械操作への抵抗感などにより、まだ利用数が少ない状況である。

マイナンバーカードの普及啓発と併せて利用促進を図る必要がある。 

 



一般会計 ２款（総務費）１項１２目  主管課 企画財政課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名  新型コロナウイルス感染症対策基金積立金 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

35,715 

 

 35,715 

（特定財源） 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

100.00 

施策の概要   

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（以下、「臨時交付金」という。）を財源として実施

している中小企業等特別金融支援事業は、令和２年度から令和７年度までの利子補給を予定している。こ

のうち、令和３年度以降の町負担分について、令和２年度に交付された臨時交付金を活用するためには、

基金に積み立てた上で、毎年度、必要額を取り崩して充当する必要があることから、専用の基金を設置し、

必要見込額を積み立てる。 

  

 ○令和３年度から令和７年度までの利子補給見込額 

  71,426千円（うち県補助金 35,711千円、町負担額 35,715千円 ） 

事業進捗状況 100％ 

事業のコスト 積立金  35,715千円 

施策の実績（成果）  

 新型コロナウイルス感染拡大の影響により、中小企業等特別金融支援事業の対象となる県の制度融資の

借入れが増加し、利子補給の見込額が多額となる中、臨時交付金を最大限に活用し、将来の財政負担を軽

減するため、「岩美町新型コロナウイルス感染症対策基金」を設置し、積立てを行った。なお、融資の繰上

償還等があった場合に利子補給額が臨時交付金の額を下回らないよう、臨時交付金分の積立額は 20,000

千円とした。 

 また、新型コロナウイルス感染拡大の長期化に伴い、制度融資が令和３年度も継続されていることから、

融資の状況を勘案しながら、基金への積み増しも検討する必要がある。 

 



一般会計  ３款（民生費）１項１目  主管課 福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 子どもの居場所づくり推進事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

421 421 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

100.00 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受け、生活困窮等によるこども食堂の利用者の増加に対

応するため、一時的に開催回数を増やす取組に対して補助金（10/10）を交付する。 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

１回あたり開催経費 35千円／回 

人件費： 25千円（コーディネーター及びボランティアの報酬、旅費） 

その他： 14千円（食材費、光熱水費、保険料等） 

利用料：△4千円（小人 100円・大人 200円） 

施策の実績（成果）  

新型コロナウイルス感染症の影響を受けるなか、こども食堂の運営者が、子どもの居場所等を確保する

ための経費を支援することを目的として交付した。 

開 催 状 況 

・補助団体名：ぷろじぇくとえん 

・実 施 場 所：岩美町浦富地内（岩美町振興公社横） 

・開 催 状 況：令和 2年 6月～11月の間 

第 1･3木曜日 17：30～20：00 12回開催（6/4～11/19） 

(通常は第 2･4木曜日 17：30～20：00 24回/年間 開催) 

・参加者延数：子ども 190名、大人 82名、ボランティア 46名 計 318名 

 

新型コロナウイルス感染拡大の影響が長期化するなか、感染対策を講じながら、夏休みを中心に子ども

や保護者等に居場所と食を提供することができた。 

 



一般会計 ３款（民生費）１項２目  主管課 健康長寿課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 高齢者個別健康相談事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

2,913 2,913 

（特定財源） 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金   

100.00 

施策の概要  

高齢者の認知症の早期発見・対応を目的として、集団検診会場等での相談会の際に、据置型の「物忘れ

相談プログラム」を活用している。新型コロナウイルス感染症対策により集団での実施が困難となった場

合に、個別訪問等により高齢者の健康相談にあたるため、タブレット端末の「物忘れ相談プログラム」を

導入する。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 
備品購入費  2,913千円 

（タブレット型物忘れ相談プログラム ５セット） 

施策の実績（成果）  

  

物忘れ相談プログラム（タブレット端末、プログラム２種類、専用プリンタ）を５セット導入し、個別

訪問や介護予防教室開催時の個別相談において、延べ 169名の物忘れ相談を実施した。 

 

 



一般会計 ３款（民生費）２項１目  主管課 福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 ひとり親世帯臨時特別給付金事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

16,613 16,010 

（特定財源） 

国庫補助金   16,010 

96.37 

施策の概要  

 新型コロナウイルス感染症の影響で、子育てと仕事を一人で担うひとり親世帯では、子育てに対する負

担の増加や収入の減少など特に大きな困難が心身等に生じていることから、このような世帯を支援するた

めの臨時特別給付金を支給する。 

〔対象者〕 

（１）基本給付（支給額：１世帯につき５万円に、第２子以降の児童１人につき３万円を加算した額） 

①令和２年６月支給分の児童扶養手当対象者 

②公的年金受給者のうち、令和２年６月支給分の児童扶養手当支給停止対象者 

③上記以外で新型コロナウイルス感染症の影響により家計が急変するなど、収入が児童扶養手当 

受給対象者と同水準となっている者 

   ※令和２年１２月に同額を再支給。 

 （２）追加給付（支給額：1世帯につき５万円） 

   上記①、②の対象者のうち新型コロナウイルスの影響によって収入が減少した世帯 

〔支給期間〕令和２年８月～令和３年２月 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

職員手当等         43千円 

消耗印刷費        40千円 

手数料          27千円 

扶助費（給付金）   15,900千円 

施策の実績（成果）  

＜支給実績＞ 

（１）基本給付  

① 94世帯（児童数 149人）×2回(再支給)   12,700千円 

 ②  3世帯（児童数  3人）×2回(再支給)     300千円 

 ③  7世帯（児童数  12人）×2回(再支給)    1,000千円 

（２）追加給付 38世帯              1,900千円    合計 15,900千円 

 



一般会計 ３款（民生費）２項１目  主管課 住民生活課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 子育て世代包括支援センター事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

272 272 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

100.00 

施策の概要  

【事業目的】 

  新型コロナウイルスの感染症予防対策を徹底しながら、安心して妊娠・出産を迎えてもらうことを目

的とする。 

【事業内容】 

  妊婦への支援として、夏用布マスクを配布する。また、産婦人科で行われている両親学級が中止とな

る中、町が実施している両親学級において、新たに沐浴人形を用いた実習を行うなど、内容の充実を図

る。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 
需用費    100千円 

備品購入費  172千円 

施策の実績（成果）  

○布マスク配布    対象者 50人 

○両親学級（４回）  参加者 ９世帯 14人 

【実績】 

年度 回数 世帯数 参加人数 

平成 29年度 4 17 27 

平成 30年度 4 15 25 

令和元年度         3 7 12      

 妊娠届出時に夏用布マスクを配布することで、妊婦に対して新型コロナウイルスの感染予防について啓

発した。また、両親学級の内容を充実させたことにより、産婦人科への付き添いができない夫に対し、産

後の生活をイメージしてもらうことができ、夫婦で育児をしていくことに対する意識づけがより可能とな

った。 

これらの事業により、安心安全に出産を迎えるための一助となった。 

 



 

一般会計 ３款（民生費）２項１目  主管課 住民生活課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 放課後児童健全育成事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

246 246 

（特定財源） 

国庫支出金   81 

県支出金    81 

100.00 

施策の概要  

【事業目的】 

  新型コロナウイルスの感染拡大の影響による小学校臨時休業中、児童の健全育成・保護者支援を目的

とする。 

【事業内容】 

  小学校が臨時休業した際、臨時的に放課後児童クラブを開設した。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

   

報酬   237千円 

役務費   7千円（保険料（利用者負担なし）） 

 

施策の実績（成果）  

 小学校が臨時休校した令和２年４月 27 日、28 日、30 日及び５月１日の４日間、放課後児童クラブを臨

時開設し、日中子どもを預かることで、子どもが安全に過ごせる場を確保し、就労等で子どもの面倒をみ

ることができない保護者を支援した。 

 



一般会計 ３款（民生費）２項２目  主管課 住民生活課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 子育て世帯への臨時特別給付金事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

13,482 13,449 

（特定財源） 

国庫補助金   13,449 

99.76 

施策の概要  

 新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援するため、児童手当を受給する

世帯に対し、臨時特別の給付金を支給する。 

 

対象者：令和２年４月分の児童手当の支給を受けている世帯（特例給付受給者は対象外） 

     公務員支給対象者は、令和２年３月 31日時点で住民票のある市町村へ申請により受給する 

 給付額：対象児童１人につき１万円 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

職員手当等        278千円 

消耗印刷費        24千円 

通信運搬費        52千円 

手数料          78千円 

委託料          479千円 

扶助費        12,540千円 

施策の実績（成果）  

【実績】 

支給期間：令和２年６月 11日～令和２年 10月 22日 

支給対象者数：   708人（うち公務員分  99人） 

支給対象児童：  1,254人（うち公務員分 181人） 

支給額：   12,540千円 

 



一般会計 ３款（民生費）２項２目  主管課 住民生活課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名  新生児特別定額給付金事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

6,700 

（内訳） 

R2  6,300 

R2→3   400 

6,300 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

94.03 

（令和３年度への繰越予算額を含む） 

100.00 

（令和３年度への繰越予算額を除く） 

施策の概要  

【事業目的】 

 新型コロナウイルス感染症の拡大による影響がある中、町の次世代を担う子どもを養育する保護者の 

経済的負担の軽減を目的とする。 

【事業内容】 

  国の特別定額給付金の支給対象とならない、令和２年４月 28日以降に生まれた新生児に対し、町独自

に給付金を支給する。 

給付対象者は、令和２年４月 28日から令和３年３月 31日までに出生し、申請時点で岩美町に住所 

を有する者。受給者は給付対象者の保護者で、申請時点で岩美町に住所を有する者。ただし、転入者で

転入前の市町村で同様の給付金を受給した者は対象外。給付額は、給付対象者１人につき 10万円。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト  補助金交付金  6,300千円 

施策の実績（成果）  

  令和２年度：給付金対象者：63人（うち、転入者５人） 

令和３年度への繰越分：給付対象者４人（うち、転入者２人） 

 

令和２年４月２８日以降、事業開始（令和２年８月３日）までに出生し、町に住所を有する者には個

別に文書を郵送し、案内した。８月３日以降に出生届が出た者には、出生届出時に窓口にて案内した。     

また、転入者で給付対象となる者（令和２年４月 28 日から令和３年３月 31 日までに出生し、転入前

の市町村から同様の給付金を受給していない者）に対しては、転入手続時に案内した。併せて、防災無

線やホームページなどで周知の徹底を図った。 

  新型コロナウイルス感染症の拡大による影響のもと、町の次世代を担う子どもの支援と、保護者の経

済的負担を軽減することで福祉の向上に寄与した。 

 



一般会計 ３款（民生費）２項２目  主管課 住民生活課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 保育所運営事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

218 218 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

100.00 

施策の概要  

【事業目的】 

  新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、町立保育所における感染予防を目的とする。 

【事業内容】 

  夏季において熱中症を予防しながら感染症対策を徹底するため、町内事業者が縫製する通気性に優れ

た夏用布マスクを保育所入所児童（３歳児以上）に配布する。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト  消耗印刷費 218千円（１枚あたり 330円） 

施策の実績（成果）  

保育所入所児童のうち３歳児以上の 220名に夏用布マスクを３枚ずつ配布した。 

市販マスクの品不足や価格高騰が心配される中、繰り返し使用することができ、保護者の経済的負担の

軽減につながったほか、通気性も良いため、不織布マスクや他の布マスクよりも使いやすいと好評であっ

た。 

マスク着用のほか、手洗いや手指消毒など、感染対策の指導を行いながら保育に当たった。 

 

 



一般会計 ４款（衛生費）１項１目  主管課 健康長寿課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 地域医療確保対策事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

5,000 5,000 

（特定財源） 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金                 

 

100.00 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、感染症予防対策に係る関連諸経費等の支出増加及び医療機関受診

の減少に伴う収入減等が懸念される中、町民の健康維持と増進のため、最前線で医療現場における感染リ

スクと闘いながら地域医療提供体制の確保に対応している医療機関に対し、今後も安定して事業を継続で

きるよう、事業運営に対する支援金を交付する。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 
補助金交付金 5,000千円 

（1,000千円×5医療機関＝5,000千円） 

施策の実績（成果）  

 

 岩美町内に事業所を有する医療機関であり、町長が認める医療機関に対し、１医療機関あたり 100 万円

の支援金を交付した。 

 

 【支援金交付医療機関】 

  ①いわみ歯科クリニック 

②おくだクリニック 

③清水歯科医院 

④永美歯科医院 

⑤藤田医院 

 



一般会計 ４款（衛生費）１項２目  主管課 健康長寿課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 インフルエンザ予防接種特別促進事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

23,335 21,970 

（特定財源） 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

   

94.15 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染症対策として、新型コロナウイルスとインフルエンザの同時流行による医療現

場の混乱を防ぐため、満１歳以上の全町民に対し、インフルエンザ予防接種の自己負担額を無料とし、全

額助成を実施する。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

消耗印刷費     137千円  （封筒、用紙代） 

通信運搬費    347千円 （接種券郵送代） 

委託料    21,431千円 （接種費、システム経費） 

補助金交付金    55千円 （接種費償還払い） 

施策の実績（成果）  

  

インフルエンザ予防接種の全額助成を行うことにより、昨年度と比較して接種人数・接種率ともに向上

した。 

 

区   分   
令和２年度 令和元年度 比較（Ｒ2-Ｒ元） 

接種人数 接種率 接種人数 接種率 接種人数 接種率 

子ども(15歳まで） 941人 82.0% 835人 65.4% 106人増 16.6%増 

成人（16歳～64歳） 3,378人 57.0% － － － － 

高齢者（65歳以上） 3,402人 80.9% 3,067人 73.3% 335人増 7.6%増 
 

 



一般会計 ４款（衛生費）３項１目  主管課 岩美病院 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 病院事業会計繰出金 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

47,316 

 

47,316 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

100.00 

施策の概要  

 岩美病院において新型コロナウイルス感染症患者を受け入れるに当たり、医療体制の充実を図るととも

に、感染拡大防止を徹底しながら医療サービスを提供するために必要な医療機器等を整備する。 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

 負担金補助及び交付金      47,316千円 

  うち収益的収支に対する繰出金  11,406千円 

  うち資本的収支に対する繰出金  35,910千円 

施策の実績（成果）  

保健所から新型コロナウイルス感染症患者の受入れ要請があった場合に備え、診療や専用病床の確保に

必要な資材、設備等を整備するとともに、看護師の追加配置などにより受入体制の充実を図った。 

また、院内において感染防止対策を徹底しながら通常の医療サービスを提供するに当たり、必要な医療

機器や設備等を整備することで、院内における感染リスクを低減することができた。 

   

＜交付金充当経費の内訳＞ 

○新型コロナウイルス感染症患者受入れ、院内感染の防止等に要した経費 

  ・専用病床用物品（非接触体温計、パルスオキシメーター等）       994千円 

  ・感染対策用物品（消毒、手袋、パーテーション等）          5,768千円 

  ・診療体制の確保（看護師等追加配置に係る人件費等）         4,644千円 

   

 ○医療機器等の整備に要した経費 

  ・医療体制の整備（移動型 X線撮影装置、経鼻内視鏡）        11,230千円 

  ・院内環境の整備（Wi-Fi環境整備、体温スクリーニングシステム等）  24,680千円 

 



一般会計 ５款（土木費）１項３目  主管課 産業建設課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 地元産品活用推進事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

3,400 3,394 

（特定財源） 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

 

99.82 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染拡大により販売が減少した地元産物を町が買い入れ、学校給食用食材として学

校給食共同調理場に提供する。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

地元産品購入費 

 水産物（モサエビ等）   325,134円 

 農畜産物（和牛肉等）  3,069,252円 

施策の実績（成果）  

１ 事業実績 

水産物 ：ばばちゃん  164,484円  白いか      37,800円 

       ほたるいか   63,990円  冷凍モサエビ  58,860円 

 農畜産物：和牛肉   3,035,232円  梨（王秋）   34,020円 

 

２ 事業成果 

  新型コロナウイルスの感染拡大に起因する農水産物の消費の落ち込み、販路の縮小等による農水産業

者の所得の減少を軽減することができた。 

  【学校給食に当該食材を提供した日】 

月 日 計 

7月 6日、8日、10日、13日、15日 5回 

8月 28日 1回 

9月 2日、7日、8日、11日、14日、19日、23日、25日、28日、30日 10回 

10月 2日、6日、8日、15日、21日、23日 6回 

11月 2日、11日、13日、18日 4回 

12月 25日 1回 

1月 14日、27日、29日 3回 

計 30回 
 

 



一般会計 ６款（商工費）１項２目  主管課 商工観光課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 宿泊・飲食業等持続化支援事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

6,100 

 

6,100 

（特定財源）   

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

100.00 

 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、特に影響を大きく受けた町内の宿泊、飲食、観光事業者に対

して、１事業者あたり定額 10万円の給付金を支給し緊急的に事業継続の支援を行う。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 補助金交付金 6,100千円 

施策の実績（成果）  

【実 績】 

申請件数 61件 

交付総額 6,100千円（100千円／者×61者） 

 

 



一般会計 ６款（商工費）１項２目  主管課 商工観光課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 経営持続化支援給付金事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

25,000 25,000 

（特定財源）   

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

 

100.00 

 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染症の影響により売上が減少し、特に影響が大きく、国が実施した持続化給付金

を上限額（個人 100万円、法人 200万円）の 50％以上受給した町内事業者等に対し、町独自で 10万円を

交付して事業継続の支援を図る。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 補助金交付金 25,000千円 

施策の実績（成果）  

■岩美町経営持続化支援給付金事業 

 ・交付申請件数 250件 

 ・交付決定件数 250件 

 ・交付決定額  25,000,000円 

 



一般会計 ６款（商工費）１項２目  主管課 商工観光課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 中小企業等特別金融支援事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

4,389 4,298 

（特定財源）   

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

県補助金               2,078 

 

97.92 

 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、需要の著しい減少などにより深刻な影響を受けている町

内の中小・小規模事業者の経営の維持、安定を支援するため、鳥取県の制度融資により運転資金等を借入

れた、町内事業者が支払った利子額の補助を行う。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 補助金交付金  4,298千円 

施策の実績（成果）  

■岩美町新型コロナウイルス対策特別金融支援事業補助金 

 【補助概要】 

 ・鳥取県の制度融資を受けた町内事業者が支払う利子額の一部を補助する。 

 ・対象期間 令和２年４月から 12月 

 ・補助割合 利子割合 1.43％のうち 0.7％ 

 【交付実績】 

 ・交付申請額 4,297,916円 

 ・交付決定額 4,297,916円 

 



一般会計 ６款（商工費）１項２目  主管課 商工観光課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 企業内感染症防止対策事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

7,290 

（内訳） 

Ｒ2 3,389 

Ｒ2→Ｒ3 3,901 

 

3,389 

（特定財源） 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

46.49 

（令和３年度への繰越予算額を含む） 

100.00 

（令和３年度への繰越予算額を除く） 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、町内の中小企業等が感染拡大防止に取り組むことを支援する

ために、町内の事業所に勤務する従業員等に対し、布製マスク（一人あたり２枚ずつ）を配布する。 

また、鳥取県が実施する「企業内感染症防止対策補助金」の交付を受けた町内事業者に対し、上乗せ補

助を行い、事業者の負担軽減を図る。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 
消耗印刷費  1,980千円  

補助金交付金 1,409千円 

施策の実績（成果）  

■マスク配布事業 

 ・配布事業所数    360件 

 ・配布対象者    2,928人 

 ・配布枚数     5,856枚 

■岩美町企業内感染症防止対策支援給付金 

 ・交付件数      12件 

 ・交付決定件数    12件 

 ・交付決定総額    1,408,905円     

 ・交付済額      1,408,905円 

 



一般会計 ６款（商工費）１項２目  主管課 商工観光課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 緊急応援経営危機克服事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

4,980 

（内訳） 

R2 3,486 

R2→3 1,494 

3,486 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

 

   

70.00 

（令和３年度への繰越予算額を含む） 

100.00 

（令和３年度への繰越予算額を除く） 

施策の概要  

町内の事業者が新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、本業の落込みなどにより、業態転換や新サー

ビスの提供を行い、事業者として継続しようとする取り組みの支援として、鳥取県が実施する「緊急応援

補助金」の交付を受けた町内事業者に対し、上乗せ補助を行い、事業者の負担軽減を図る。 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 補助金交付金  3,486千円 

施策の実績（成果）  

■岩美町緊急経営応援経営危機克服支援給付金 

 ・交付件数      24件 

 ・交付決定件数    24件 

 ・交付決定総額    3,485,663円     

 ・交付済額      3,485,663円 

 



一般会計 ６款（商工費）１項２目  主管課 商工観光課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 プレミアム商品券発行事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

17,779 

 

 

17,749 

（特定財源）   

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

99.83 

 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、売上減少などの影響を受ける事業者の支援として、町内

で使用できるプレミアム付商品券を発行し、地域の消費拡大を促進し経済の安定につなげる。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

消耗印刷費     1,212千円 

使用料及び賃借料    99千円 

補助金交付金    16,438千円 

施策の実績（成果）  

■岩美町プレミアム商品券発行事業 

（発行実績） 

・発行冊数 10,000冊 

・発行総額 120,000千円（プレミアム率：20％） 

（販売実績） 

・販売期間 令和 2年 7月 1日から令和 2年 11月 30日 

・販売冊数 8,234冊（売上額 82,340千円） 

（取扱事業者） 

・町内事業者 全 111者 

（換金実績） 

・換金総額 98,628,000円（換金率 99.81％） 

 

 



一般会計 ６款（観光費）１項３目  主管課 商工観光課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 山陰海岸ジオパーク魅力再発見事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

520 

 

520 

（特定財源）   

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

100.00 

 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染症の影響により、学校行事や子ども会活動の制限などの影響を受けた町内の小

学生及び中学生を対象に、身近にありながら普段はあまり意識していない山陰海岸ジオパークの素晴らし

さをマリンアクティビティ体験を通して実感してもらい、地域の魅力の再発見につなげ、売り上げが減少

している体験観光事業者の支援も併せて行う。 

【内 容】 

 ・小学生 グラスボート体験（親子ペア）･･･体験料金３千円全額補助 

 ・中学生 グラスボート体験（親子ペア又は中学生２人）･･･体験料金４千円全額補助 

      カヤック体験（中学生１人）･･･体験料金４千円全額補助 

【体験観光事業者】 

・山陰松島遊覧㈱（グラスボート体験） 

・NPO 岩美あくてぃぶカンパニー（カヤック体験） 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 補助金交付金 520千円 

施策の実績（成果）  

【実 績】 

・体験期間  令和２年８月１日から令和２年９月 30日 

・利 用 者  岩美町内小学生 480人のうち 140人 

            中学生 252人のうち  30人 

【体験事業別内訳】 

・グラスボート体験   464千円（うち 小学生分 420千円、中学生分 44千円） 

・カヤック体験      56千円（うち 小学生分  0千円、中学生分 56千円） 

 



一般会計 ６款（商工費）１項３目  主管課 商工観光課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 Ｖ字回復支援事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

105,199 

（内訳） 

R2 56,375 

R2→3 48,824 

56,374 

（特定財源）  

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

 

 

53.59 

（令和３年度への繰越予算額を含む） 

99.99 

（令和３年度への繰越予算額を除く） 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染症の影響により売上が激減した飲食・宿泊事業者等の支援として、全町民への

いわみ支えあいクーポンの配布および松葉がにを活用した誘客キャンペーンを実施し、地域消費の拡大促

進及び地域の魅力再発見につなげる。 

■いわみ支えあいクーポン事業 

 全町民に対して５千円／人のクーポン券を配布する。 

■本場松葉がに大盤振舞いキャンペーン事業 

 松葉がに料理付き宿泊プランを提供する対象の宿泊施設において、宿泊料金の一部を助成する。 

 【宿泊料金等助成額】  

温泉旅館     10千円／人 

   温泉旅館以外   ５千円／人 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

消耗印刷費     421千円 

通信運搬費      1,742千円 

補助金交付金   54,211千円 

施策の実績（成果）  

■いわみ支えあいクーポン事業 

 ・クーポン配布    56,620千円（５千円／人×11,324人） 

 ・クーポン換金    45,541千円 

 ・クーポン換金率   80.4％（49事業者） 

■本場松葉がに大盤振舞いキャンペーン事業 

・キャンペーン利用実績 【助成総額（助成人数）】 

温泉旅館      4,660千円（  466人） 

温泉旅館以外    4,010千円（  802人） 

合 計      8,670千円（ 1,268人） 

 



一般会計 ６款（商工費）１項３目  主管課 商工観光課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 広域観光連携事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

268 

 

268 

（特定財源） 

100.00 

 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染症の影響で観光消費が落ち込むなか、体験観光システム大手である「アソビュ

ー」と麒麟のまち圏域が連携し、新たな体験型コンテンツを造成し、オンライン予約旅行システムを活用

して誘客に取り組む。 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト その他負担金  268千円 

施策の実績（成果）  

■広域観光連携事業 

【事業実施者】 

一般社団法人麒麟のまち観光局 

【事業概要】 

コロナ禍における新たな観光戦略として、麒麟のまち圏域における体験観光を主体とした受入環境整

備を図った。 

①コンテンツの造成 

コンテンツプロデューサーによる新たな商品造成 50 コンテンツ（うち町内６コンテンツ）とプレ

イヤー向け人材研修の実施 

②コンテンツ販売システムの導入 

コンテンツ販売システムの導入 

 

【負担金額】 

268千円（全体事業費 8,030千円を麒麟のまち圏域１市６町で負担） 

 



一般会計 ７款（土木費）２項１目  主管課 産業建設課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 道の駅感染症対策事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

25,669 23,359 

（特定財源） 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

 

91.00 

施策の概要  

県内外から多くの来客がある道の駅きなんせ岩美において、感染症を予防するための設備を整えること

で、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図る。 

効果的な換気を行うため、換気設備を高効率の機種に更新し、併せて、空調設備をウイルス抑制効果の

ある機種に更新する。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 
道の駅換気設備等改修工事設計業務   1,139千円 

道の駅換気設備等改修工事       22,220千円 

施策の実績（成果）  

１ 事業実績 

換気機器及び空調機器の交換 

  ○換気機器 既存のストレートシロッコファンと天井換気扇を撤去し、調湿外気処理機２台と 

全熱交換機３台を設置 

  ○空調機器 ガスヒートポンプエアコン室内機８台、室外機２台交換 

 

２ 事業成果 

 令和２年度中、ゴールデンウィーク期の８日間の臨時休業以外はほぼ例年通りの営業を行ったが、県内

外からの来客による感染拡大、クラスターの発生等は無く、来店者に安心感を与えることができた。 

この対策により、新型コロナウイルスに起因する来店者数、販売額の落ち込みを極力抑制できたものと

思われる。 

 



一般会計  ８款（消防費）１項６目  主管課 総務課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 防災対策費 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

1,254 1,254 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

県補助金             400 

100.00 

施策の概要  

 避難所における新型コロナウイルス対策として必要な備蓄品を購入する。 

 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 消耗印刷費  1,254千円 

施策の実績（成果）  

 避難所を開設した場合に備えて、新型コロナウイルス対策に必要な備蓄品を購入し、各指定避難所に設

けた防災倉庫にそれぞれ備蓄をした。 

  ・マスク      51,000枚 

  ・消毒用アルコール 60リットル 

  ・非接触型体温計  ５個 

 

 



一般会計  ８款（消防費）１項６目  主管課 総務課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 避難所環境整備事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

16,997 15,916 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

93.64 

施策の概要  

 新型コロナウイルス感染対策として避難所の環境を整備し、避難所の円滑な運営を行う。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

消耗印刷費   2,902千円  手数料       45千円 

委託料      770千円  工事請負費  10,805千円 

備品購入費   1,394千円 

施策の実績（成果）  

新型コロナウイルス感染対策に必要な、ダンボールベッドやパーテーション、ポータブルトイレ等を購

入し、それらを保管しておくための防災倉庫を指定避難所に整備した。これにより、避難所の設置や感染

対策を迅速に実施できる環境を整備することができた。 

・防災倉庫整備（５棟） 

・備品 

 発電機（10台）、スポットエアコン（６台）、ＬＥＤスタンドライト（10基）、 

ポータブルトイレ（10基） 

 ・消耗品 

ダンボールベッド（200セット）、パーテーション（140区画分）、避難所用テント（135張）ほか 

 

コロナ禍での避難所運営については、指定避難所だけでなく、各地区のコミュニティーセンターなどの

指定緊急避難場所も活用することとし、その運営には各地区自治会に協力を要請している。運営スタッフ

の訓練を実施し、適切な避難所運営ができるよう努めたい。 

 



一般会計 ９款（教育費）１項 ２目  主管課 教育委員会事務局 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 事務局管理費（修学旅行費支援事業） 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

376 375 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

99.73 

施策の概要  

 小・中学校の修学旅行の実施にあたり、新型コロナウイルス感染症対策として、貸し切りバスの大型化、

増便等を行うことで、増額となる保護者負担を支援する。 

 

  小学校  11月 5日（木）～11月  6日（金） 県中・西部 

  中学校  11月 19日（木）～11月 20日（金） 県西部、島根県東部 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 補助金  375千円 

施策の実績（成果）  

○小・中学校修学旅行の保護者負担支援補助金 

 岩美南小学校   17,160円（中型バス 1台→大型バス 1台） 

岩美北小学校   148,128円（大型バス 1台→2台） 

岩美西小学校   16,575円（中型バス 1台→大型バス 1台） 

 岩美中学校    193,518円（大型バス 2台→3台）      

   計      375,381円 

 

 修学旅行における感染症対策の徹底と保護者負担の軽減を図ることができた。 

 



一般会計 ９款（教育費）１項 ２目  主管課 教育委員会事務局 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 給付金付特別奨学金事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

3,650 3,650 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

100.00 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染症拡大を起因とする経済的理由（アルバイト先の休業等による収入の減少、不

況による保護者からの援助の減）により、就学の維持が困難になっている大学生・専修学生（修業年限２

年以上）を対象として給付金付の特別奨学金（奨学金 10万円、うち給付金 5万円）を貸し付ける。 

【募集期間】令和２年５月 12日～令和３年１月 31日 

【利  子】無利子 

【償還方法】学校を卒業した月、又は退学した翌月から１年を経過した後に、１年以内に全額を 

一括償還（５万円）。ただし、一部を一時に償還、又は半年賦及び月払いのいずれか 

の方法で償還することができる。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 補助金  3,650千円 

施策の実績（成果）  

○貸付（給付）実績  73人  7,300千円（うち給付額 3,650千円） 

 ※貸付部分の 3,650千円は、奨学資金貸付基金から支出 

 

 新型コロナウイルス感染症拡大を起因したアルバイト収入の減少や保護者からの援助が減少した大学生

等に給付金付奨学金を貸付けたことにより、就学の維持に寄与した。 

  

 



一般会計 ９款（教育費）１項 ２目  主管課 教育委員会事務局 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 成人式等感染症対策事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

1,589 1,587 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

99.87 

施策の概要  

 新型コロナウイルス感染症対策の拡大防止のため、成人式参加者（対象者及び来賓、スタッフ）、全国大

会に出場した岩美高校運動部生徒に対するＰＣＲ検査を実施する。 

 また、成人式の延期に伴って生じる貸衣装のキャンセル費用を助成し、新成人の負担を軽減する。 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

【消耗印刷費】ＰＣＲ検査キット代        589,050円 

【通信運搬費】ＰＣＲ検査キット郵送代       82,350円 

【手 数 料】ＰＣＲ検査手数料         891,000円 

【補助金交付金】成人式貸衣装キャンセル費用補助金  25,000円 

施策の実績（成果）  

○成人式参加者のＰＣＲ検査 

検温や手指消毒といった基本的な感染防止対策に加え、新型コロナウイルスＰＣＲ検査で陰性であるこ

とを参加の条件とし、ＰＣＲ検査キット 140セットを購入して、郵送等により対象者へ配布した。 

検査キット配布後、新型コロナウイルスが急速かつ全国的に拡大したことを受け、成人式の延期を決定

したため検査件数は 38件にとどまった。 

○成人式延期に伴う貸衣装キャンセル費用補助 

新型コロナウイルス感染拡大により成人式を急遽延期したため、これに伴う貸衣装キャンセル費用を補

助し、新成人の負担軽減を図った。 

【補助率等】10/10 上限 50,000円 

【補助実績】１件 25,000円 

○岩美高校運動部員のＰＣＲ検査 

 令和３年１月５日に東京都で開催された全日本バレーボール高等学校選手権大会に出場した岩美高校女

子バレーボール部員及び顧問が帰町後にＰＣＲ検査を受検した。 

 【受検者数】22人 

 



一般会計 ９款（教育費）１項２目  主管課 教育委員会事務局 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 学習支援事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

578 569 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

県補助金             284 

98.44 

施策の概要  

 新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、学校では令和２年３月２日（月）から４月６日（月）、４月 27

日（月）から５月６日(水)までの２回、臨時休業となるなど教育現場も多大な影響を受けた。 

学校の臨時休業等の期間中も切れ目ない学習環境を提供するため、オンライン学習のための e ラーニン

グ教材を導入し、アカウントを町内小学校全児童へ配布することで、児童が学校や自宅で使用できるよう

学習支援を図る。 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 使用料  569千円 

施策の実績（成果）  

○eラーニング教材「すらら」アカウント料 

＠児童１人当たり月 132円（税込）／月  ９ヶ月分（R2.7月～R3.3月） 

南小、北小、西小 全児童（９ヶ月）    568,524円 

   

 

 学校の臨時休校等の緊急時やＧＩＧＡスクール構想に対応した個別学習の教材を取り入れることで、小

学校の教育環境の維持を図った。 

  

 



一般会計 

９款（教育費）１項 ２目 

９款（教育費）２項 １目 

９款（教育費）３項 １目 

 主管課 教育委員会事務局 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 

学校衛生特別対策事業 

小学校保健特別対策事業 

中学校保健特別対策事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

9,736 9,087 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

国庫補助金           2,125 

93.32 

施策の概要  

新型コロナウイルス感染症対策として、町立小中学校で児童・生徒が使用する布製マスク、消毒液等の

消耗品、備品を購入する。 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

学校衛生特別対策事業  需用費 1,685千円 

小学校保健特別対策事業 需用費  891千円  備品購入費 4,447千円 

中学校保健特別対策事業  需用費  540千円  備品購入費 1,523千円 

施策の実績（成果）  

○感染症対策消耗品 

・布マスク（児童生徒用 3枚×740組） 

 2,220枚（小 1,455、中 765）×2回 

・アルコール消毒液、非接触体温計、フェイスシールドなど 

○感染症対策備品 

・空気清浄機  41台（北小 12台、西小 9台、南小 9台、岩美中 11台） 

・図書殺菌器   4台（各校 1台） 

 

 新型コロナウイルス感染症の急速な拡大でマスクの市場への供給が不安定であったことから、町内の縫

製事業所が製造した布製マスク（通年用、夏用）を小・中学校に配布し感染症対策に取り組むとともに、 

空気清浄機、図書殺菌器により、学校の衛生環境を確保した。 

 



一般会計 
９款（教育費）２項 １目 

９款（教育費）３項 １目 
 主管課 教育委員会事務局 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 
小学校ＩＣＴ環境整備事業 

中学校ＩＣＴ環境整備事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

47,149 

（内訳）     

小学校 31,496 

中学校 15,653 

41,461 

（その他の特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

国庫補助金                  22,950 

87.93 

施策の概要  

国のＧＩＧＡスクール構想の前倒しにより、小・中学校の児童・生徒１人１台の端末の整備を行う。 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 
小学校  備品購入費 26,202千円 

中学校  備品購入費 15,259千円 

施策の実績（成果）  

小・中学校の児童・生徒１人１台の端末の整備を行った。 

・小学校 iPad     390台購入 

・中学校 Chromebook  193台購入 

 

 

 



 

一般会計 
９款（教育費）２項 １目 

９款（教育費）３項 １目 
 主管課 教育委員会事務局 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 
小学校ＩＣＴ活用教育推進事業 

中学校ＩＣＴ活用教育推進事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

1,902 

（内訳） 

小学校 1,426 

中学校  476 

1,901 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

99.95 

施策の概要  

学校現場の急速なＩＣＴ環境の変化に対応するため、専門的な知識を有するＩＣＴ支援員を各学校に配

置し、教職員の授業等におけるＩＣＴ活用の指導体制をサポートする。 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 
小学校  委託料 1,426千円 

中学校  委託料   475千円 

施策の実績（成果）  

○ＩＣＴ支援員 

小・中学校（４校）  １校当たり ３時間／週 

 【主な業務】 

  ・教職員への研修実施、情報担当教諭の指導 

  ・授業でのＩＣＴ活用時の支援 

  ・授業の準備段階での相談、端末の設定など 

  

各学校にＩＣＴ支援員を配置したことにより、急速に整備が進んだ学校のＩＣＴ機器に対応する 

授業等における教職員の支援を行うことができた。 

 



一般会計  ９款（教育費）４項１目  主管課 教育委員会事務局 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 社会教育施設衛生特別対策事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

2,536 2,497 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

98.46 

施策の概要  

 新型コロナウイルス感染症対策として公民館や図書館、社会体育施設で使用する手指消毒液、ハンドソ

ープ、非接触体温計といった消耗品を購入するとともに、町立図書館の書籍消毒器及び空気清浄機、中央

公民館ホール及び研修室へ換気用送風機（サーキュレーター）を整備する。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト 

消耗印刷費   325千円  手指消毒液、ハンドソープ 

             非接触体温計、飛沫防止用パーテーション 

備品購入費 2,172千円  

【内訳】 町立図書館 書籍消毒器（1,925千円／設置台含む） 

   空気清浄機（123千円） 

中央公民館 サーキュレーター（124千円） 

施策の実績（成果）  

 中央及び地区公民館、町立図書館、各社会体育施設に手指消毒液やハンドソープを常備し、入館時の消

毒やこまめな手洗いを励行し、施設利用者の感染予防を徹底した。 

 また、町立図書館に書籍消毒器と空気清浄機を整備し、来館者が安心して利用することができる環境を

整備した。 

 中央公民館の換気用送風機は、ホール用として大型のもの、研修室用として小型のものを整備した。こ

れにより、講演会や各種講座、研修会等を実施する際の換気対策を図ることができた。 

 今後も感染症予防の徹底に努め、町民が安心して利用できる施設環境を維持する。 

 



一般会計 ９款（教育費）４項２目  主管課 教育委員会事務局 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 中央公民館オンライン環境整備事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

350 326 

（特定財源） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

93.22 

施策の概要  

 新型コロナウイルス感染症対策として３密を避けるため、中央公民館で開催される講演会等をオンライ

ンで地区公民館に配信、視聴できる環境を整備する。 

 

事業の進捗状況  100％ 

事業のコスト  備品購入費 326千円 

施策の実績（成果）  

○中央公民館 ウェブカメラ、集音マイク、ビデオカメラ 各１台 

○地区公民館 ウェブカメラ ９台（各館１台） 

令和３年３月にウェブカメラ等の関連機器を購入し、中央公民館と地区公民館９館で同時にオンライン

の接続試験を行い、相互に視聴できることを確認した。 

 令和３年度から中央公民館で実施する各種講演、講座等を状況に応じてオンラインで配信する。 

 

 

 



一般会計 ９款（教育費）５項３目  主管課 教育委員会事務局 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 学校臨時休業対策事業 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

105 104 

（特定財源） 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

 

99.05 

 

施策の概要  

  新型コロナウイルス感染症対策のため、政府からの一斉臨時休業要請を受けて令和２年３月２日から町

内小中学校を臨時休業したことに伴い、学校給食事業者に既に発注されていた食材のキャンセルに係る経

費に対し、助成を行う。 

 

事業の進捗状況 100% 

事業のコスト 補償金  105千円 

施策の実績（成果）  

 臨時休業中における学校給食休止への対応として創設された「学校臨時休業対策費補助金」を活用し、

学校給食事業者へ食材キャンセルによる廃棄等に対する支援を行うことで、学校再開後の学校給食の円滑

な実施、安定的な供給を図ることができた。 

 

 ○該当の学校給食事業者   ２社 

 

 



国保会計 歳入 １款（国民健康保険税）  主管課 住民生活課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 国民健康保険税の減免 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

7,442 

 

7,442 

（特定財源） 

  国庫補助金           3,924 

県補助金            2,871 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

100.00 

施策の概要  

 新型コロナウイルス感染症の影響により事業収入等が減少した世帯の保険税負担の軽減を図るため、

合計所得金額に応じた割合等により、国民健康保険税を減免する。 

【減免内容】 

主たる生計維持者の事業収入等が前年に比べて３割以上減少することが見込まれる世帯のうち、一定

の所得要件を満たす世帯に対し、当該減少が見込まれる収入に係る所得額が占める割合に相当する保険

税を減免対象として、世帯の合計所得金額に応じて保険税の２割～10割を減免する。 

なお、減免対象となる保険税の算定に当たっては、国基準である世帯主の事業収入等に加え、世帯主

と同一事業に係る専従者給与所得についても町独自に減免の対象とする。 

【減免対象保険税】 

  令和２年２月１日以降に納期限（特別徴収の場合にあっては、特別徴収対象年金給付の支払日）が定

められているもの。 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト  減免額  7,442千円（うち、町独自減免額 367千円） 

施策の実績（成果）  

  新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した 42世帯について、令和元年度分及び令和２年

度分国民健康保険税を減免し、保険税負担を軽減した。 

  ※令和元年度分は、納期限が令和２年２月１日以降のもの。 

【実 績】 

 国基準減免額 町独自減免額 合  計 件数 

医療一般 4,386,000円 250,900円 4,636,900円 42件 

後期一般 1,712,600円 94,600円 1,807,200円 42件 

介護一般 975,900円 21,900円 997,800円 29件 

合 計 7,074,500円 367,400円 7,441,900円 42件 

                       うち令和元年度分    16,800円 

                       うち令和２年度分  7,425,100円 

 



介護会計 歳入 １款（保険料）  主管課 健康長寿課 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業 

事 業 名 介護保険料の減免 

予算額（千円） 決算額、特定財源（千円） 執行率（％） 

1,057 

 

1,057 

（特定財源） 

      国庫補助金      1,057 

 

100.00 

施策の概要  

 新型コロナウイルス感染症の影響により事業収入等が減少した世帯の保険料負担の軽減を図るため、

合計所得金額に応じた割合等により、介護保険料を減免する。 

 

【減免内容】 

主たる生計維持者の事業収入等が前年に比べて３割以上減少することが見込まれる世帯のうち、一定

の所得要件を満たす世帯に対し、当該減少が見込まれる収入に係る所得額が占める割合に相当する保険

料を減免対象として、主たる生計維持者の合計所得金額に応じて第一号被保険者の保険料を一部又は全

部減免する。 

【減免対象保険料】 

  令和２年２月１日以降に納期限（特別徴収の場合にあっては、特別徴収対象年金給付の支払日）が定

められているもの。 

 

事業の進捗状況 100％ 

事業のコスト  減免額  1,057千円 

施策の実績（成果）  

  新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した 14世帯について、令和元年度分及び令和２年

度分の介護保険料を減免し、保険料負担を軽減した。 

  ※令和元年度分は、納期限が令和２年２月１日以降のもの。 

 

 【実 績】 保険料減免額     1,056,830円 

        うち令和元年度分   158,590円 

        うち令和２年度分   898,240円 

 


